平成２４年第４回奥多摩町議会定例会　会議録

１　平成24年12月11日午前10時00分、第４回奥多摩町議会定例会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　石田　芳英君　　第２番　宮野　　亨君　　第３番　高橋　邦男君

　　　　第４番　原島　幸次君　　第５番　杉村　良一君　　第６番　村木　征一君

　　　　第７番　師岡　伸公君　　第８番　酒井　正利君　　第９番　須崎　　眞君
　　　　第10番　竹内　和男君　　第11番　清水　典子君　　第12番　前田　悦男君

３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し
４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　浜野　武雄君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町　　　　　長　河村　文夫君　　副町長　加藤　一美君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　若菜　伸一君

　　　　企画財政課主幹　守屋　吉彦君　　総務課長　原島　　肇君

　　　　住民課長　宮田　昭治君　　福祉保健課長　清水　信行君

　　　　観光産業課課長補佐　原島　政行君
地域整備課長　川村　文雄君　　教育課長　井上　永一君
会計管理者　清水　　明君　　病院事務長　河村　光春君
　　　　

　　　　

平成２４年第４回奥多摩町議会定例会議事日程[第１号]
平成24年12月11日（火）

午前10時00分開会・開議

会　期　　平成24年12月11日～12月18日（８日間）

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　果

	１
	――
	議長定例町議会開会・開議宣告
	――

	２
	――
	　　　　　　　　　　　　２番　宮　野　　　亨　議員

会議録署名議員の指名

　　　　　　　　　　　　３番　高　橋　邦　男　議員

	３
	――
	会期の決定について
	決　　定

	４
	――
	議会関係諸報告
	――

	５
	――
	町長あいさつ
	――

	６
	議案第74号
	奥多摩町議会政務活動費の交付に関する条例
	原案可決

	７
	議案第75号
	調査等に出頭した者並びに公聴会に参加した者の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例
	原案可決

	８
	議案第76号
	奥多摩町営観光施設の設置及び管理運営に関する条例の一部を改正する条例
	原案可決

	９
	議案第77号
	平成24年度奥多摩町一般会計補正予算（第４号）
	連合審査会
付託

	10
	議案第78号
	平成24年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算
（第２号）
	連合審査会
付託

	11
	議案第79号
	平成24年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算
（第２号）
	連合審査会

付託

	12
	議員提出議案
第　４　号
	奥多摩町議会委員会条例の一部を改正する条例
	原案可決

	13
	議員提出議案

第　５　号
	奥多摩町議会会議規則の一部を改正する規則
	原案可決


（午前11時35分　散会）

午前10時00分　開会・開議

○議長（清水　典子君）　皆さん、おはようございます。

　これより平成24年第４回奥多摩町議会定例会を開会します。

　直ちに本日の会議を開きます。

日程第２　会議録署名議員の指名を議題とします。

本件につきましては、会議規則第115条の規定により、議長において指名します。

本定例会の会議録署名議員に、

２　番　宮野　　亨議員、

３　番　高橋　邦男議員、

以上２名を指名します。

次に、日程第３　会期の決定について、を議題とします。

本件については、去る12月４日、議会運営委員会が開かれ、本定例会の運営について協議が行われておりますので、その結果を議会運営委員会委員長　前田悦男議員よりご報告を願います。前田悦男議員。

〔議会運営委員長　前田　悦男君　登壇〕

○議会運営委員長（前田　悦男君）　平成24年第４回奥多摩町議会定例会の運営について、去る12月４日、議会運営委員会を開催しましたので、その協議結果を報告します。

　初めに、本定例会の会期でありますが、本日12月11日から12月18日までの８日間とすることに決定いたしました。

　次に、会期中の諸日程でありますが、配付してあります会議予定程表をご覧ください。

　まず、11日、本日の本会議でありますが、上程された議案は、町長提出議案６件、議員提出議案が２件であります。

　次に、12月12日は連合審査会を開会し、各常任委員会合同で平成24年度補正予算３会計の審査及び採決を行います。

　次に、12月13日は本会議２日目でありますが、一般質問を行います。通告者は９名で、通告順に行いますが、簡潔な質問、応答をされるようご協力をお願いいたします。

次に、12月18日の本会議３日目は、本定例会の最終日であります。連合審査会に付託して審査が行われた、平成24年度補正予算の３議案の採決を行い閉会する予定です。

次に、議案の取り扱いについて申し上げます。

配付してあります提出案件及び上程別、採決別一覧表をご覧ください。

議案第74号から議案第76号までの条例の制定及び一部改正の３議案については、単独上程の即決、議案第77号から議案第79号までの平成24年度補正予算の３議案については一括上程とし、各常任委員会合同の連合審査会に審査を付託することに決定しております。

次に、議員提出議案第４号及び第５号は、議長を除く全議員が賛成者となっており、かつまた関連がありますので、この２議案については一括上程の即決と決定しております。

以上が本定例会の会期、日程と議案の取り扱いを含めた議会運営委員会の協議結果であります。

本定例会の運営が効率的かつ円滑に進行しますよう、議員各位のご協力をお願い申し上げ、議会運営委員会委員長の報告といたします。

○議長（清水　典子君）　議会運営委員会委員長の報告は以上のとおりであります。

　お諮りします。本定例会の会期は本日から12月18日までの８日間とし、議案の上程別及び採決別についても、併せて委員長の報告のとおり決定したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、本定例会の会期は、本日から12月18日までの８日間とすることに決定しました。

　なお、本定例会の会議日程については、配付してあります会議予定表のとおり進めたいと思います。ご協力よろしくお願いします。

　また、本日の日程は、お手元に配付のとおりです。

　次に、日程第４　議会関係諸報告ですが、議会関係の諸報告及び監査委員の例月出納検査報告については、お手元に配付のとおりです。

　次に、閉会中に総務文教常任委員会及び秋川衛生組合議会第２回定例会並びに西秋川衛生組合第２回定例会が開かれておりますので、その概要について、まず、総務文教常任委員会及び秋川衛生組合定例会について、師岡伸公議員から、続けてご報告を願います。師岡伸公議員。

〔総務文教常任委員長・秋川衛生組合議会議員　師岡　伸公君　登壇〕

○総務文教委員長・秋川衛生組合議会議員（師岡　伸公君）　それでは、議会閉会中に開催いたしました総務文教常任委員会の委員長報告をいたします。

　本委員会は、去る11月20日午前10時より、当委員会委員６名及び経済厚生常任委員会委員３名の出席のもと、また、町の防災対策の所管である総務課の原島総務課長と戸張交通防災係長の出席を得て、「奥多摩町の防災対策について」を議題に開催いたしました。

初めに、今年度まとめられた「町地域防災計画の修正の重要ポイント」について、総務課長より概要の説明を、引き続き、交通防災係長より「奥多摩町地域防災計画の修正箇所」を重点に説明を受けました。

東京都の地域防災計画の中では、東日本大震災を踏まえた「山間部における土砂災害等による備え」、「放射性物質対策」、「自助・共助及び帰宅困難者対策」等が町に該当する修正点とのことです。

以上を踏まえての今回の修正内容は、「初動体制の適正化」、「東京都水道事業への統合に伴う修正」、「土砂災害防止法による土砂災害警戒区域指定に伴う追加・修正」、「関係法令の改正等に伴う修正」、「組織・施設の名称等の変更・更新」とのことであります。

次に、「今年度の防災訓練の検証と今後の防災活動について」は、二次避難所の設置、運営等の訓練で、今後、町内６カ所の拠点を順次に実施していくとのことでありました。

次に、新たな備蓄倉庫の設置については、今年度予算化されたもので、規模、設置場所、備蓄物資、運用形態について説明を受けました。

その後の質疑応答では、活発な意見交換が行われました。その中の要点を報告いたします。

町の電算システムのバックアップ体制、飲料水の拠点の確保、青梅街道沿いの家屋の安全性、自主防災組織の強化策、消防団員の確保、各種行事で防災の啓発活動、中学生の防災訓練への参加の効果などでありました。

先に、町の議会議員は、災害時の対処の仕方等を研究すべく、立川の防災基地や町内を消防庁ヘリによる上空からの視察、また、長野県栄村、新潟県旧山古志村へ「震災からの復興に伴う地域振興及び地域の施策等」について、その現状の視察研修を行ったところであります。

最後に、東日本大震災や、去る６月の日原地区孤立化の事象を教訓に、町防災計画の実施細目を常に修正していくことが課題であることから、今後の役場内の検討プロジェクトに期待をするところであります。また、東日本大震災の現場からの声の記録等を調査・検証し、是非町の防災対策に生かしていくことをお願いするところであります。

以上で、総務文教常任委員会委員長報告といたします。

引き続きまして、平成24年度第２回秋川衛生組合議会定例会の報告をいたします。

去る10月19日午前10時から、秋川衛生組合で開かれ、町からは町長、石田議員、竹内議員、私師岡と宮田住民課長が出席しました。

全議員出席のもと、日程第１　議席の指定では、檜原村議１名が空席となっておりましたが、９番に山嵜源重議員が就任されました。

次の日程第２　会議録署名議員に、６番折田真知子議員と、７番川脇敏徳議員の指名が行われ、日程第３では、会期が本日１日限りと決定されました。

次の日程第４　諸般の報告では、臼井管理者より議案６件の提出と、下水道の普及により秋川衛生組合への投入量は年々減少し、平成23年度の投入量は、日量、１日の量36.4キロリットルで、施設の処理能力、日量140キロリットルを大きく下回っており、今後も減少傾向が続くと予想されることから、本年７月にプロジェクトチームを発足させ、「秋川衛生組合のあり方について」、組織市町村の担当課長が主体となり協議を重ねているところで、来年には、その結果が報告されるとのことです。

また、東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物質の影響については、今年２月の定例会の報告の時と同様に変化がないことから、脱水汚泥の排出は継続しているとの報告がありました。

次に、日程第５　議案第４号　秋川衛生組合監査委員の選任については、任期満了に伴う小山喜一郎氏の後任として、須崎安通氏の選任が同意されました。

次に、日程第６　議案第５号　東京都市町村公平委員会を共同設置する地方公共団体の数の増加及び東京都市町村公平委員会共同設置規約の変更について、及び、日程第７　議案第６号　東京都市町村議会議員公務災害補償等組合を組織する地方公共団体の数の増加及び東京都市町村議会議員公務災害補償等組合規約の変更については、原案どおり可決されました。以上の２議案は、稲城・府中墓苑組合が加入することなどに伴い、議会の議決が必要となったためでございます。

次に、日程第８　議案第７号　平成23年度秋川衛生組合会計歳入歳出決算の認定については、認定をされました。管理者から、平成23年度歳入の決算額は１億9,734万2,470円、歳出の決算額は１億7,821万3,656円、歳入歳出差引残額は1,912万8,814円となり、翌年度へ繰り越すとの説明の後、会計管理者より詳細な説明があり、組織市町村からの分賦金は１億8,800万円で、歳入総額の95.3％を占めるとのことであります。

歳出については、施設運営費が１億4,935万2,186円で、歳出総額の83.8％を占め、その他は議会費、事務所費で、なお、予備費の充当はないとのことでありました。

次に、日程第９　議案第８号　平成24年度秋川衛生組合組織市町村の分賦金の変更については、原案のとおり可決されました。組織市町村の分賦金は、当初１億9,500万円から600万円減額し、１億8,900万円とするとのことであります。当町は、4,204万円が4,074万7,000円となり、129万3,000円減額となります。

次に、日程第10　議案第９号　平成24年度秋川衛生組合会計補正予算（第１号）は、原案のとおり可決されました。歳入歳出予算の補正額は歳入歳出それぞれ437万8,000円を増額し、総額を２億815万2,000円とするもので、内容については、歳入は分賦金600万円の減額と、繰越金で1,0 37万8,000円の増額により、差し引きで437万8,000円の増額となるとのことであります。

歳出は施設運営費の委託料で125万5,000円の増では、東京電力福島第一原子力発電所の事故により放射性物質が活性炭に付着しているので、その廃棄処分費を計上したものが主なものとのことであります。

その後、質疑に入り、６番折田真知子議員より「脱臭活性炭にセシウムがどの程度付着したか。また、どのように処理されたか」の質問に、事務局長から、放射性セシウムの測定結果は46ベクレルで、1,000ベクレル以下であれば処理できるとのことから、埼玉県内の処理業者に委託をしている。また、再質問で「し尿からは検出されているのか」の問いには、し尿は検査していないとのことでありました。

以上、平成24年第２回秋川衛生組合議会定例会の報告を終わります。

○議長（清水　典子君）　総務文教常任委員会及び秋川衛生組合議会の概要報告は以上のとおりであります。

次に、西秋川衛生組合議会議員　須崎　眞議員からご報告願います。須崎　眞議員。

〔西秋川衛生組合議会議員　須崎　　眞君　登壇〕

○西秋川衛生組合議会議員（須崎　　眞君）　平成24年第２回西秋川衛生組合議会定例会の報告をいたします。

去る10月19日午後１時30分から、西秋川衛生組合で開かれ、町からは町長、前田、杉村議員、私須崎と宮田住民課長が出席しました。

全議員出席のもと、日程第１では、会議録署名議員に、３番町田匡志議員と４番堀江武史議員の指名が行われ、日程第２では、会期が本日１日限りと決定されました。

次の日程第３で諸般の報告があり、管理者より、奥多摩町が当組合に加入してから１年になること、新焼却施設の基礎工事が完了し、建屋の工事に着手し、現在事故もなく順調に進んでいることの報告がなされました。

次の日程第４　一般質問では、２名の議員から質問がありました。13番杉村良一議員から、西秋川衛生組合の名称変更について質問があり、西秋川衛生組合（高尾清掃センター）と秋川衛生組合の両施設とも一般廃棄物処理施設でありながら、どのような廃棄物を処理しているのか一般住民にはわかりにくいため、簡素にわかりやすい名称とはならないかとの質問に対し、西秋川衛生組合及び高尾清掃センターの名称については、組織市町村を含む関係する方々が検討を重ねた結果、決定したこと、名称も40年近く経過しており、近隣住民及び関係機関等に定着しているため、名称を変更すると、いろいろな方面に影響が出ることなどの理由から、現在、変更する考えはないとの答弁がありました。

次に、２番清水晃議員からは、ごみ収集に関する組織市町村との整合性について、その施策と新炉に対応したごみの分別についての質問では、ごみの分別・収集に関する組織市町村との整合性については、平成24年２月に改定した「一般廃棄物ごみ処理基本計画」の基本的な考えである「発生抑制・再使用・再資源化」を念頭に、組織市町村及び西秋川衛生組合で検討会を定期的に２年前から開催し、意見調整を図っていること。また、新ごみ処理施設が完成しても、それでごみ処理問題が解決できるものではなく、新システムの機能が十分発揮できるよう、ごみ減量と適正処理の施策、組織市町村と共同で展開していく考えであること。なお、また、新炉に対応したごみ分別では、ごみ処理基本計画に基づき、燃やせないごみから可能な限りのエネルギーを取り出すため、ごみ分別について、現在、組織市町村及び組合、運営事業者と調整を図りながら、最後の詰めを行っているとの答弁がありました。

次に、日程第５　議案第８号　東京都市町村公平委員会を共同設置する地方公共団体の数の増加及び東京都市町村公平委員会共同設置規約の変更について、及び、日程第６　議案第９号　東京都市町村議会議員公務災害補償等組合を組織する地方公共団体の数の増加及び東京都市町村議会議員公務災害補償等組合規約の変更についての２議案とも、質疑なく可決されました。

次に、日程第７　議案第10号　平成23年度西秋川衛生組合会計歳入歳出決算の認定について、管理者、事務局より、収入済額は13億4,338万3,066円で、支出済額は12億8,690万3,368円で、事業執行率は94.2％、歳入歳出差引残額は5,647万9,698円となり、翌年度へ繰り越す説明と、付属書類及び事務報告書の資料添付などの内容説明がありました。

質疑については。１番合川哲夫議員から、不燃施設の委託中のモーター等の点検整備があることのほかに、不燃施設でモーターの改修工事を実施していることの説明を求めることに対し、詳細については後日報告するとの答弁のほか、質疑なく、全員の賛成により承認されました。

以上、平成24年第２回西秋川衛生組合議会定例会の報告を終わります。

○議長（清水　典子君）　西秋川衛生組合議会の概要報告は以上のとおりであります。

以上で、議会関係諸報告は終わりました。

次に、本定例会の開会にあたり、町長よりあいさつがあります。河村文夫町長。

〔町長　河村　文夫君　登壇〕

○町長（河村　文夫君）　おはようございます。

　本日より、地方自治法及び奥多摩町条例に基づき平成24年第４回奥多摩町議会定例会を招集させていただきました。

開会に当たりまして、町政をめぐる諸問題についての所見や報告を申し上げるとともに、　今回の定例会に提案いたします案件について申し述べます。

師走に入りまして、余すところ20日余りで新しい年を迎えようとしておりますが、本年は欧州政府の債務危機、アメリカの財政緊縮や雇用環境の改善の遅れに始まり、中東情勢の緊迫化、北朝鮮のミサイル発射、尖閣諸島や竹島等の領土問題、米軍普天間基地へのオスプレイ配備等、国内外において経済情勢や外交問題を巡って大変厳しく混乱の１年となりました。

また、世界の情勢や経済に大きな影響を与える複数の国、地域でトップを決める大きな出来事がありました。アメリカ、ロシア、フランス等で大統領選挙が、また、中国でも代表が入れかわる中国共産党大会が行われました。また、この19日にも韓国大統領選挙が行われる予定であります。

日本においても、12月16日に衆議院解散総選挙と東京都知事選挙がダブル選挙として執行されます。民主党政権の３年間の評価が問われるとともに、金融緩和を含む経済対策、消費税増税を柱とした社会保障税一体改革推進のための方策、原発・エネルギー政策の方向性、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の交渉参加の是非、民主党を中心とする政権の継続か、自民・公明両党の政権奪還か、日本維新の会など第三極がどれだけ勢力を伸ばすかなど、これからの日本の将来を左右する極めて重要な選挙となります。

思えば、３年２カ月に及ぶ民主党政権下において、米軍普天間基地移設問題による外交の迷走、東日本大震災の被災者支援の遅れや原子力発電所事故対応の不手際、八ツ場ダムの建設中止問題における混乱、子ども手当や高速道路無料化に代表されるばらまき政策など、失政の具体例には事欠かない状況であり、この政治の混乱と停滞から一刻も早く立ち直り、どこが政権を握ろうと、各党協調のもと、国民ありきの政策を展開することで日本再生を果たしていただきたいと願うものであります。

また、石原都知事の衆議院選挙出馬に伴う都知事選挙は、我々都民にとって、石原慎太郎氏に代わる都政のトップを決める大事な選挙となります。特に東京都へ依存の割合が高い当町の財政に大きな影響があることから、その動向が大変気になるところでありますが、誰が都知事に就任しようと、今までどおり当町を取り巻く特殊事情を切実に訴え、理解していただき、引き続き財政支援をお願いしていく所存であります。

さて、11月の月例経済報告では、「景気は、世界経済の減速等を背景として、このところ弱い動きとなっている」として、４カ月連続で下方修正したところであり、これはリーマン・ショック後の平成20年10月から５カ月連続で下方修正したものに続く判断となりました。さらに、先行きについても、当面は弱い動きが続くと見込まれ、欧州政府の債務危機やアメリカの「財政の壁」の影響などを始めとした世界景気のさらなる下振れや金融資本市場の変動等が、我が国の景気を下押しするリスクとなっており、雇用・所得環境の先行き、デフレの影響等にも注意を要するとの政府の基調判断が示されたところであります。

政府並びに日本銀行においては、大震災からの復興と下振れ回避に万全を期するとともに、我が国経済にとって当面の課題であるデフレからの早期脱却と持続的成長経路への復帰に向けて、強力な金融政策を継続されるよう期待するところであります。

次に、当町における最近の行政報告につきましては、ご承知のように、当町のごみ処理事業につきまして、西秋川衛生組合に加入する規約改正についての東京都知事への申請が昨年の10月３日に許可され、正式に加入することが決定したところであります。平成26年１月を目途に可燃、不燃、資源ごみの搬入が予定されているところでもあります。

そんな中、かねてからの懸案事項の１つであります斎場問題につきまして、一定の方向性を出させていただくことになりましたので、ご報告を申し上げます。

最近の一般質問にもありましたが、その答弁として、「町単独で斎場を建設することは、用地の確保、財政面等から困難であるが、今後、急速な過疎化や高齢化、核家族化等による人手不足で、隣近所で執り行う葬儀のあり方が大きく変化するであろうことから、斎場については、さまざまな角度から検討する」旨のお答えをさせていただいております。

これに基づき検討してまいりましたが、今般、西秋川衛生組合と同じあきる野市、日の出町、檜原村の３市町村で組織する「秋川流域斎場組合」に加入させていただき、住民生活の安定確保と福祉の向上を図ってまいりたいと考え、既に11月７日に、同組合の管理者であります橋本日の出町長に、奥多摩町の加入について口頭でお願いをし、昨日付で加入に係る要望書を正式に提出したところでございます。今後、覚書の調印、規約の改正、加入にあたっての負担金の調整、東京都知事への認可申請等の事務手続を踏まえていくことになりますが、組合への正式加入は、今後の組織市町村との調整や組織市町村議会及び当町議会でのご審議の状況を踏まえ決定されることになりますが、加入が決まりますと、西秋川衛生組合と同様に、議員皆様の中から秋川流域斎場組合の議員に就任していただく方の選出をお願いすることになりますので、この点につきましてもご承知おきを願いたいと思います。

なお、加入後の使用料の関係でございますが、火葬料が現在、大人が１体６万円のところ１万円に、通夜・告別式の式場使用料が合わせて25万円になるところが13万円と、組合価格で利用できるようになり、利用する町民のご負担も軽減されることになります。

いずれにいたしましても、斎場組合への加入につきましては、第一歩を踏み出したところであり、組織するあきる野市、日の出町、檜原村の首長及び議会議員並びに斎場の立地する地元自治会の皆様のご理解、ご協力により、一刻も早く正式加入ができますように努力をしてまいりたいと考えております。

次に、去る11月１日付で、奥多摩町教育委員会より町長宛てに「小・中学校のあり方について」の報告があったところであります。

この報告は、教育委員会が実施した「奥多摩町教育環境アンケート調査結果」を踏まえ、教育委員会の会議において意見聴取を行い、まとめられたもので、今回の議会において、３番高橋邦男議員より本件についての一般質問をいただいているところですが、町といたしましては、第４期奥多摩町長期総合計画の基本方針の１つである「小・中学校の連携・統合について検討するとともに、活発な教育環境を実現する」に基づき、町職員で組織する「奥多摩町小・中学校あり方検討プロジェクトチーム」を立ち上げ、早急に諸課題について検討するように指示をしているところでございます。なお、詳細につきましては、３番高橋議員のご質問にお答えを申し上げたいと思っております。

今後、議員皆様や児童・生徒の保護者の皆様を始め、町民皆さんのご意見をいただき、今後のよりよい学校のあり方の方向性を示し、次代を担う子どもたちの教育環境の整備、充実を図ってまいりますので、ご理解をお願い申し上げます。

さて、今定例町議会に町長提案いたします案件は、条例の制定１件、条例の一部を改正する条例２件、補正予算３件の計６件であります。ご提案いたします案件につきましては、議事日程に従い案件ごとに担当課長から提案説明を申し上げますが、私からは概要につきましてご説明を申し上げます。

議案第74号　奥多摩町議会政務活動費の交付に関する条例は、地方自治法の一部を改正する法律の公布に伴い、「政務調査費」の名称が「政務活動費」に変更されたため、新たに「政務活動費の交付に関する条例」を制定し、その附則において「奥多摩町政務調査費の交付に関する条例」を廃止するものであります。

　議案第75号　調査等に出頭した者並びに公聴会に参加した者の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例は、地方自治法の一部を改正する法律の公布に伴い、地方自治法の適用規定に条文のずれ等が生じたため規定を整備するものであります。

　議案第76号　奥多摩町営観光施設の設置及び管理運営に関する条例の一部を改正する条例は、指定管理者施設である「蕎麦懐石丹縄」の名称を、実態に合わせ一般的な名称に改めるものであります。

議案第77号から議案第79号までは、一般会計、国民健康保険特別会計及び下水道事業特別会計の３会計の補正予算であります。

以上、本議会に提出する町長提出案件の概要を申し上げましたが、ご審議の上、ご決定いただきますようお願い申し上げます。

終わりに、冒頭で申し上げましたが、今後の国政、都政を決める重要な選挙が次の日曜日に執行されます。選挙結果によって、当町を取り巻く環境は大きく変わることも予想されます。しかし、いかなる状況におきましても、行政は、その歩みをとめることはできません。私は町長として、国や東京都においていかなる変化が起こったとしても、住民福祉の向上のため、信念を持って町の経営に当たる所存であります。

政局の動きともに、長引く経済不況の影響により、国及び東京都における先が見えない非常に不安定な行財政環境の中、当町の財政は国・都に依存する割合が高いことから、今後ますます厳しい状況になることが予想されます。このため、町としても行政改革等の内部努力をより一層推進するとともに、事務事業の見直し等も並行して実施、効率的な行財政運営を行う努力が必要であります。

私は、町長として、町の最重要課題は財源の確保であり、今後も町の抱えております地域の実情を東京都幹部の人脈を通じて訴えていき、根気よく理解を求め、財源の確保を図ってまいりたいというふうに考えております。

議員皆様方には、なお一層のご理解、ご協力をお願い申し上げまして、第４回定例会開会にあたってのご挨拶といたします。

○議長（清水　典子君）　以上で、町長の挨拶は終わりました。

　これより議案審議に入ります。

　日程第６　議案第74号　奥多摩町議会政務活動費の交付に関する条例、を議題とします。

　これより提案理由の説明を求めます。総務課長。

〔総務課長　原島　　肇君　登壇〕

○総務課長（原島　　肇君）　議案第74号　奥多摩町議会政務活動費の交付に関する条例につきまして、提案のご説明を申し上げます。

提案の理由でございますが、地方自治法の一部を改正する法律（平成24年法律第72号）の公布に伴い、議会政務活動費の交付に関し規定を整備する必要があるためでございます。

趣旨は、議員政務調査費を議員政務活動費に改め、合わせて条例整備を行うものでございます。

この条例では、名称を改めるほか、交付目的を議員の調査研究、その他の活動に資するためとし、政務活動費を充てることができる経費の範囲を定めるものでございます。条例が施行されますと、「奥多摩町議会政務調査の交付に関する条例」は廃止されることとなります。

　また、この条例の改正に合わせ条例施行規則も改正されます。

　次ページをご覧ください。新規条例となりますので、朗読をさせていただきます。

奥多摩町議会政務活動費の交付に関する条例。

（趣旨）　第１条　この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第100条第14項、第15項及び第16項の規定に基づき、奥多摩町議会における政務活動費の交付その他必要な事項を定めるものとする。

（政務活動費の経費の範囲）　第２条　政務活動費は、会派が実施する調査研究等政策形成提言活動、研修活動、広報・広聴活動、陳情活動、住民相談など町政の課題及び町民の意思を把握し、町政に反映させ、住民福祉を向上させるために必要な活動（別表において「政務活動」という。）に要する経費に対して交付する。

第２項　前項の規定に基づき交付された政務活動費を充てることができる経費の範囲は、別表に定めるとおりとする。

（交付対象）　第３条　政務活動費は、奥多摩町議会における会派（所属議員が１人の場合を含む。）に対し交付する。

（交付額及び交付の方法）　第４条　会派に係る政務活動費の交付額は、毎年度４月１日における当該会派の所属議員数１人につき、年額６万円とする。ただし、公職選挙法（昭和25年法律第100号。以下「法」という。）に基づく一般選挙がある年度の各会派の所属議員数は、新たな任期の始期の当該月末日までに、結成届出がされた会派に係る議員数とする。

第２項　政務活動費は、毎年度一括して交付する。

第３項　第１項の規定による、一般選挙に係る現会派に対する政務活動費は、年額を12カ月で除して得た額に、任期満了の日の属する月数を乗じて得た額を交付するものとし、この場合の円未満の端数は切り捨てるものとする。以下、円未満の半数の取り扱いは同様とする。

第４項　４月１日現在、いずれの会派にも属していなかった議員が、年度の途中において新たに会派を結成し、代表者から政務活動費の交付申請があったときの交付額は、年額を12カ月で除して得た額に、結成した日の属する月の翌月（その日が月の初日の場合は当月）以後の当該年度末までの残余月数を乗じて得た額を当該会派に交付するものとする。

第５項　前項の規定に基づく交付申請等所要の手続きは、この条例各条の規定を適用する。

第６項　月の途中において、議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名、議員の所属する会派からの脱会若しくは除名又は議会の解散があった場合におけるこれらの事由が生じたとき、政務活動費の交付については、これらの事由が生じなかったものとみなす。一の会派が他の会派と合併し、又は会派が解散した場合も同様とする。

第７項　各会派の所属議員数の計算については、同一議員について重複して行うことができない。

（会派の届出）　第５条　議員が会派を結成し、会派に係る政務活動費の交付を受けようとするときは、代表者及び政務活動費経理責任者を定め、その代表者は別に定める様式により会派結成届を議長に提出しなければならない。会派結成届の内容に異動が生じたときは、別に定める様式により会派異動届を提出しなければならない。

第２項　会派を解散したときは、その代表者は別に定める様式により会派解散届を議長に提出しなければならない。

（会派等の通知）　第６条　議長は、前条の規定により会派結成届のあった会派について、別に定める様式により毎年度４月末日までに町長に通知しなければならない。

第２項　議長は、年度途中において、会派結成届、会派異動届若しくは会派解散届が提出されたときは、別に定める様式により速やかに町長に通知しなければならない。

（交付申請）　第７条　政務活動費の交付を受けようとする会派の代表者は、別に定める様式により、毎年度４月末日までに政務活動費交付申請書を町長に提出しなければならない。ただし、法に基づく一般選挙がある年度は、選挙後、新たな任期の始期の当該月末日までに提出しなければならない。

第２項　年度の途中から政務活動費の交付を受けようとする会派の代表者は、別に定める様式により、交付を受けようとする月の末日までに政務活動費交付申請書を町長に提出しなければならない。

第３項　会派の代表者は、前２項の規定により申請した事項に異動が生じたときは、別に定める様式により、政務活動費変更交付申請書を町長に提出しなければならない。

（交付決定）　第８条　町長は、前条の規定による交付申請にかかる会派について、政務活動費の交付又は変更の決定を行い、別に定める様式により会派の代表者に通知しなければならない。

（交付請求及び交付）　第９条　会派の代表者は、前条の規定によるに通知を受けた後、別に定める様式により町長に請求するものとする。

第２項　町長は、前項の請求があったときは、速やかに政務活動費を交付するものとする。

（議員数の異動に伴う調整）　第10条　政務活動費の交付を受けた会派が年度の途中において所属議員の辞職、失職、死亡若しくは除名又は会派からの離脱により所属議員数に減員を生じた場合で、減員を生じた月における当該会派の政務活動費に残余があるときは、当該残余に相当する額を減員が生じた月における所属議員で除して得た額に、当該所属議員の減員数を乗じて得た額を調整額として返還しなければならない。

第２項　政務活動費の交付を受けた会派を離脱した議員が新たな会派を結成した場合又はその他の会派に所属した場合は、前項に規定する調整額として返還された当該議員に係る額を当該会派に対する政務活動費として、申請に基づき交付するものとする。

第３項　政務活動費の交付を受けた会派が年度の途中において解散した場合（議会の解散により会派が解散した場合を含む。）で、解散をした日における当該会派の政務活動費に残余があるときは、当該残余に相当する額を返還しなければならない。

（経理責任者）　第11条　会派は、政務活動費に関する経理責任者を置かなければならない。

（収支報告書の提出）　第12条　会派の経理責任者は、その年度の政務活動費に係る収入及び支出の報告書（以下「収支報告書」という。）を、別記様式により領収証その他支出を証すべき書面を添えて、翌年４月末日までに議長に提出しなければならない。

第２項　政務活動費の交付を受けた会派が解散した場合は、前項の規定にかかわらず、当該会派の経理責任者であったものは、解散した日の属する月の翌月末日までに収支報告書を提出しなければならない。

（議長の調査）　第13条　議長は、政務活動費の適正な運用を期すため、前条の規定により収支報告書が提出されたときは、必要に応じ調査を行う等、使途の透明性の確保に努めるものとする。

（政務活動費の返還）　第14条　会派は、その年度において交付を受けた政務活動費の総額から、当該会派がその年度において行った政務活動費による支出（第２条に規定する経費の範囲に従って行った支出をいう。）の総額を控除して残余がある場合は、当該残余の額に相当する額の政務活動費を返還しなければならない。なお、会派が当該残余の額に相当する額の政務活動費を返還しない場合、町長は当該残余の額に相当する額の政務活動費の返還を命じなければならない。

（収支報告書の保存及び閲覧）　第15条　第12条の規定により提出された収支報告書は、これを受理した議長において、提出すべき期間の翌日から起算して５年を経過する日まで保存しなければならない。

第２項　次の各号に規定する者は、議長に対し前項の収支報告書の閲覧を請求することができる。

第１号　町内に住所を有する者

第２号　町内に事務所又は事業所を有する個人または法人

（委任）　第16条　この条例に定めるもののほか、政務活動費の交付について必要な事項は、町長が別に定める。

附則　（施行期日）　第１項　この条例は、平成25年４月１日から施行する。

（経過措置）　第２項　この条例の施行前に、奥多摩町議会政務調査費の交付に関する条例（平成13年条例第14号）により交付された政務調査費に係る収入及び支出の報告書は、平成25年４月末日までに議長に提出するものとする。なお、政務調査費の返還並びに収支報告書の保存及び閲覧については、従前の例による。

（奥多摩町議会政務調査費の交付に関する条例の廃止）　第３項　奥多摩町議会政務調査費の交付に関する条例（平成13年条例第14号）は、廃止する。

以上で朗読を終わります。

次ページは、別表となります。政務活動費の経費の範囲でございます。

次ページ以降は、様式につきましては説明を省略をさせていただきます。

以上で議案第74号の説明を終わらせていただきます。ご審議をいただき、ご決定賜りますようお願い申し上げます。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　異議なしと認めます。よって、午前11時10分から再開といたします。

午前10時59分　休憩

午前11時10分　再開

○議長（清水　典子君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　これより休憩前に上程の議案第74号の質疑を行います。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第74号の質疑を終結します。

次に、ただいま上程の議案第74号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

日程第６　議案第74号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第74号については原案のとおり可決されました。

次に、日程第７　議案第75号　調査等に出頭した者並びに公聴会に参加した者の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例、を議題とします。

これより提案理由の説明を求めます。総務課長。

〔総務課長　原島　　肇君　登壇〕

○総務課長（原島　　肇君）　議案第75号　調査等に出頭した者並びに公聴会に参加した者の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例につきまして、提案のご説明を申し上げます。

提案の理由でございますが、地方自治法の一部を改正する法律（平成24年法律第72号）の公布に伴い、調査等に出頭した者並びに公聴会に参加した者の実費弁償の支給に関し、規定を整備する必要があるためでございます。

　内容につきましては、新旧対照表１ページをお開きください。調査等に出頭した者並びに公聴会に参加した者の実費弁償に関する条例でございます。

地方自治法の改正により、第１条第３号及び第５号につきまして、それぞれ条ずれによる適用条文の改正並びに文言の整理を行うものでございます。

また、附則といたしまして、この条例は、平成25年４月１日より施行するものです。

以上で議案第75号の説明を終わらせていただきます。ご審議をいただき、ご決定賜りますようお願い申し上げます。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

これより、ただいま上程の議案第75号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第75号の質疑を終結します。

次に、ただいま上程の議案第75号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

日程第７　議案第75号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第75号については原案のとおり可決されました。

次に、日程第８　議案第76号　奥多摩町営観光施設の設置及び管理運営に関する条例の一部を改正する条例を議題とします。

これより提案理由の説明を求めます。観光産業課課長補佐。

〔観光産業課課長補佐　原島　政行君　登壇〕

○観光産業課課長補佐（原島　政行君）　議案第76号　奥多摩町営観光施設の設置及び管理運営に関する条例の一部を改正する条例につきましてご説明を申し上げます。

提案の理由でございますが、観光施設の名称を変更したいため、規定を整備する必要があるためでございます。

新旧対照表の２ページをお願いいたします。奥多摩町営観光施設の設置及び管理運営に関する条例の第２条の表中の名称を「蕎麦懐石丹縄」から「丹縄亭」に改めるものでございます。

現在、同施設は、指定管理者により運営されておりますが、蕎麦懐石と限定した名称では現状に即さないため改めるものでございます。

附則といたしまして、この条例は公布の日から施行するものでございます。

以上で議案第76号の説明を終わらせていただきます。ご審議をいただき、ご決定を賜りますようお願い申し上げます。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

これより、ただいま上程の議案第76号の質疑を行います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　質疑なしと認めます。以上で議案第76号の質疑を終結します。

次に、ただいま上程の議案第76号について、討論を省略し採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、これより採決します。

日程第８　議案第76号について、原案に賛成の議員は起立願います。

（賛成者起立）

○議長（清水　典子君）　起立多数であります。よって、議案第76号については原案のとおり可決されました。

次に、日程第９　議案第77号　平成24年度奥多摩町一般会計補正予算（第４号）、日程第10　議案第78号　平成24年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）、日程第11　議案第79号　平成24年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第２号）、以上３件を一括して議題とします。

これより提案理由の説明を求めます。加藤副町長。

〔副町長　加藤　一美君　登壇〕

○副町長（加藤　一美君）　それでは、議案第77号から議案第79号及びまでの平成24年度奥多摩町一般会計並びに特別会計の補正予算について提案のご説明を申し上げます。

　初めに、議案第77号　平成24年度奥多摩町一般会計補正予算（第４号）についてご説明申し上げます。

　歳入歳出予算の補正でございますが、第１条　既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ5,596万8,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ62億2,390万5,000円とするものでございます。

　２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表　歳入歳出予算補正」によるものでございます。

　１ページをご覧ください。歳入の説明をさせていただきます。

使用料及び手数料は10万9,000円の増で、し尿手数料の増によるもの、国庫支出金は165万1,000円の増で、障害者自立支援給付費負担金等の増によるもの、都支出金は520万8,000円の増で、児童手当支給事務効率化促進事業補助金、歴史的建造物等を生かした観光まちづくり事業費補助金等の増によるもの、繰入金は4,400万円の増で、財政調整基金及び公共施設整備基金の繰り入れによるもの、諸収入は500万円の増で、国体開催及びオリンピック招致気運醸成事業助成金の増によるものでございます。

以上、今回の歳入の補正額は5,596万8,000円を追加し、歳入合計を62億2,390万5,000円とするものでございます。

次に、２ページをご覧ください。歳出の説明をさせていただきます。

議会費は１万5,000円の減、総務費は1,120万円の増で、職員手当、庁舎管理費、電子計算管理費、防犯対策費等の増によるもの、民生費は1,449万1,000円の増で、国民健康保険事業繰出金の減、老人福祉費、障害者自立支援医療事業費、子ども家庭支援センター事業費等の増などによるもの、衛生費は251万5,000円の増で、保健福祉センター管理費、ごみ処理事業費の増、し尿処理事業費の減などによるもの、農林水産業費は256万5,000円増で農作物有害鳥獣対策事業費の増、都補助林道改良事業費の減などによるもの、商工費は708万4,000円増で、歴史的建造物等を生かした観光まちづくり事業費補助金、観光施設維持管理費、観光施設整備事業費の増などによるもの、土木費は1,430万3,000円増で、都補助道路新設改良事業費、町単独道路新設改良事業費の増などによるもの、消防費は713万7,000円の減で消防事務委託費負担金減などによるもの、教育費は1,148万1,000円増で、海外派遣事業補助金、中国友好交流訪問団派遣事業補助金の減、国民体育大会実行委員会補助金増、総合運動場だれでもトイレ設置工事費増などによるもの、予備費は51万9,000円の減で予算調整によるものでございます。

今回の歳出の補正額は歳入と同額の5,596万8,000円を追加し、歳出合計を歳入合計と同額の62億2,390万5,000円とするものでございます。

以上で議案第77号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第78号　平成24年度奥多摩町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）についてご説明申し上げます。

歳入歳出予算の補正でございますが、第１条　既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1,030万6,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９億5,355万9,000円とするものでございます。

２として、既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ことの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」によるものでございます。

１ページをごらんください。歳入の説明をさせていただきます。

歳入では、国庫支出金は40万円増で、特定健康診査等負担金、災害臨時特例補助金の増によるもの、療養給付費交付金は1,111万7,000円増で、退職被保険者等療養給付費交付金増などによるもの、都支出金は32万4,000円増で特定健康診査等負担金増によるもの、繰入金は153万5,000円減で、一般会計からの繰り入れ減によるものでございます。

以上、今回の歳入の補正額は1,030万6,000円を追加し、歳入合計を９億5,355万9,000円とするものでございます。

２ページをご覧ください。歳出の説明をさせていただきます。

歳出では総務費は３万5,000円増で、印刷製本費等の増によるもの、保険給付費は584万1,000円増で、退職被保険等療養給付費等の増によるもの、後期高齢者支援金等は４万7,000円増で、後期高齢者支援金の増によるもの、共同事業拠出金は400万円増で、高額医療費共同事業拠出金の増によるもの、保健事業費は38万3,000円増で、特定健康診査等委託料の増によるものでございます。

以上、今回の歳出の補正額は歳入と同額の1,030万6,000円を追加し、歳出合計を歳入合計と同額の９億5,355万9,000円とするものでございます。

以上で議案第78号の説明を終わらせていただきます。

次に、議案第79号　平成24年度奥多摩町下水道事業特別会計補正予算（第２号）についてご説明申し上げます。

歳入歳出の予算補正でございますが、第１条　既定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算は、「第１表　歳入歳出予算補正」によるものでございます。

１ページをごらんください。今回の下水道事業特別会計補正予算につきましては、事業内容を変更するもので、歳入歳出とも合計額に増減はございません。

歳入の説明をさせていただきます。歳入につきましては、一般会計からの繰入金の内容を変更するもので、小河内処理区及び奥多摩処理区の繰入金を291万円減額し、浄化槽市町村整備推進事業への繰入金を291万円増額するもので、合計額12億4,540万円に増減はございません。

２ページをごらんください。歳出の内容を説明させていただきます。

総務費は169万6,000円減で、小河内処理区委託料等の減によるもの、事業費は179万5,000円増で、小河内処理区及び奥多摩処理区の事業費の減、浄化槽市町村整備推進事業の増に伴い負担金、役務費、職員給料等を調整したもの、予備費は９万9,000円の減で、予算調整によるものでございます。

歳出につきましても合計額12億4,540万円に増減はございません。

以上で議案第79号の説明を終わらせていただきます。

以上、議案第77号から議案第79号までの一般会計並びに特別会計について補正予算の提案のご説明をさせていただきました。今後の予算執行に欠かせない予算でございますので、ご審議を賜り、ご決定いただきますようお願い申し上げます。

○議長（清水　典子君）　以上で説明は終わりました。

お諮りします。ただいま上程の議案第77号から議案第79号までについては、会議規則第37条の規定により所管の各常任委員会に審査を付託するところですが、両常任委員会合同で開催する連合審査会に審査を付託したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、議案第77号から議案第79号までについては、連合審査会に審査を付託することに決定しました。今会期中に審査が終了するようお願いします。

次に、日程第12　議員提出議案第４号　奥多摩町議会委員会条例の一部を改正する条例、日程第13　議員提出議案第５号　奥多摩町議会会議規則の一部を改正する規則、以上２件を一括して議題とします。

事務局長に議案を朗読させます。事務局長。

○議会事務局長（浜野　武雄君）　議員提出議案第４号　奥多摩町議会委員会条例の一部を改正する条例。

上記の議案を提出する。平成24年12月11日提出。

提出者、奥多摩町議会議員　前田悦男。賛成者につきましては、提出者以外の全議員でありますので、朗読は割愛させていただきます。

奥多摩町議会議長　殿。

理由、地方自治法の一部を改正する法律（平成24年法律第72号）の公布に伴い、規定を整備する必要がある。

次に、議員提出議案第５号　奥多摩町議会会議規則の一部を改正する規則。

上記の議案を提出する。平成24年12月11日提出。

提出者、奥多摩町議会議員　前田悦男。賛成者につきましては、提出者以外の全議員でありますので、朗読は割愛させていただきます。

奥多摩町議会議長　殿。

理由ですが、議員提出議案第４号と同様でございます。

以上でございます。

○議長（清水　典子君）　説明は終わりました。

お諮りします。本件２件については、提出者を含む全議員が賛成者でありますので、質疑並びに討論を省略し、直ちに一括して採決したいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、議員提出議案第４号及び議員提出議案第５号については一括して採決します。

日程第12　議員提出議案第４号及び日程第13　議員提出議案第５号について、原案のとおり可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、議員提出議案第４号及び議員提出議案第５号については原案のとおり可決されました。

　以上で本日の日程はすべて終了しました。

　お諮りします。次の本会議の予定は12月13日となっておりますので、明日12月12日は休会にしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」との声あり）

○議長（清水　典子君）　ご異議なしと認めます。よって、明日12月12日は休会とすることに決定しました。

　なお、本会議２日目は12月13日午前10時より開議しますので、ご承知おきください。

　本日はこれにて散会します。大変ご苦労さまでした。

午前11時35分　散会

地方自治法第１２３条第２項の規定により、ここに署名する。

　　　　　　　奥多摩町議会議長

　　　　　　　奥多摩町議会議員
　　　　　　　奥多摩町議会議員
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